
　自主財源である市税は国から地方への税源移譲や、法人市民税が伸びることが予想され、増える見込みです。�
一方、依存財源である地方交付税や地方譲与税は減る見込みで、結果として苦しい財政運営が続く見込みです。�
　昨年は「実質公債費比率」対策として基金の取り崩しを行いましたが、すでに「地方公共団体財政健全化法案」が３月
９日に閣議決定され、今後は水道や病院など公営企業を含む全会計の「連結実質赤字比率」、標準的な財政規模に対
する将来負担を示す「将来負担比率」が新たな指標として導入されます。さらに慎重な財政運営が求められます。�

（１万円未満は四捨五入）�■一般会計の18年度当初予算と19年度当初予算の歳入の比較�
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■特別会計と企業会計の18年度当初予算と19年度当初予算の比較� （１万円未満は四捨五入）�
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